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１．２０２０年度 日本理学療法士教員協議会プログラム  

主催：一般社団法人 全国大学理学療法学教育学会、公益社団法人 日本理学療法士協会 

テーマ：COVID-19 禍における理学療法教育－現状と中長期的課題－ 

日時：２０２１年３月１３日（日）９：３０～１７：００ 

会場：ZOOM ウェビナー（ライブ配信） 

 

（プログラム） 

○９時３０分 

開会の辞             伊橋光二（全国大学理学療法学教育学会 理事長） 

 

○９時３５分～１０時３５分 

話題提供 

１）COVID-19 禍での臨床実習・学内教育の現状 －協会コロナ対策本部調査報告 

演者：門馬 博（日本理学療法士協会コロナ対策本部（実習・教育等）部会長） 

 ２）総合臨床実習終了時の標準的能力 －Post-CC OSCE の開発を目指して 

演者：臼田 滋（コロナ対策本部実習教育部会長／群馬大学） 

司会：池田由美（全大教理事／東京都立大学） 

 

○１０時４０分～１１時５０分 

COVID-19 禍での臨床実習前教育の取り組み 

 １）オンライン・動画教材の現状と課題 日高正巳（全大教理事／兵庫医療大学） 

 ２）オンライン・動画教材開発の工夫(1) 鈴木里砂（文京学院大学） 

  ３）オンライン・動画教材開発の工夫(2) 堀田一樹（新潟医療福祉大学） 

４）多職種連携教育-ブレンド型授業  平山朋子（藍野大学） 

司会：堀本ゆかり（全大教理事／国際医療福祉大学） 

 

○１３時００分～１４時３５分 

COVID-19 禍での臨床実習の現状と課題 

１）急性期病院での取り組み   薄 直宏（東京女子医大八千代医療センター） 

２）一般病院での取り組み    山下昌彦（倉敷平成病院） 

３）地域・介護施設    松井一人（ほっとリハビリシステムズ） 

４）管理者・職能からみた課題と展望  森本 榮（輝生会本部／協会副会長） 

５）レジデント教育による将来を見据えたジェネラリスト育成 

    岩田健太郎（神戸市立医療センター中央市民病院） 

司会：大工谷新一（協会専務理事／臨床実習指導者講習会担当者） 
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○１４時４０分～１７時００分 

COVID-19 禍での理学療法教育の中長期的課題 

半田一登（協会長）、大西秀明（全大教副理事長）、酒井桂太（教育学会代表運営幹事）、 

特別指定発言：小川克巳（参議院議員） 

      ＊総合討議として 30 分以上の参加者からの質問や提案と意見交換を含む 

司会：間瀬教史、内山 靖（冒頭の話題提供を含む） アシスタント：門馬 博 

閉会の辞             大西秀明（全国大学理学療法学教育学会 副理事長） 
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２．参加者数および参加養成校 

 

参加者数：374 名 

参加施設数：202 施設（162 校＋40 施設） 

  国立大学 公立大学 私立大学 短期大学 専門学校 
専門職

大学 
総計 

全施設数 14 11 92 6 148 4 275 

参加校 11 9 56 1 83 2 162 

参加率

（％） 
78.6 81.8 60.9 16.7 56.1 50.0 58.9 

 

（参考）2019 年度参加者数 230 名（156 校） 

2018 年度参加者数 268 名（176 校） 

2017 年度参加者数 263 名（140 校） 

2016 年度参加者数 288 名（182 校） 

 

 

 

（補足データ） 

 

 

 

 

 

 

 

学校区分 参加施設数 参加者数（名）

国立大学 11 24

公立大学 9 24

私立大学 56 117

短期大学 1 2

専門職大学 2 6

専門学校 83 145

その他* 40 56

合計 202 374

*その他：病院，日本理学療法士協会など
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No 施設名 参加人数 No 施設名 参加人数

1 秋田大学 4 1 北里大学 1

2 群馬大学 4 2 国際医療福祉大学　保健医療学部 2

3 名古屋大学 2 3 大阪行岡医療大学 2

4 神戸大学 2 4 川崎医療福祉大学 6

5 鳥取大学 1 5 九州栄養福祉大学 2

6 広島大学 1 6 東北文化学園大学 5

7 金沢大学 1 7 東京工科大学 1

8 長崎大学 2 8 新潟医療福祉大学 6

9 弘前大学 2 9 四條畷学園大学 1

10 大分大学 4 10 群馬パース大学 2

11 長崎大学 1 11 帝京大学 1

24 12 鈴鹿医療科学大学 3

13 星城大学 1

14 畿央大学 2

No 施設名 参加人数 15 藍野大学 3

1 札幌医科大学 3 16 神戸学院大学 2

2 東京都立大学 2 17 国際医療福祉大学　福岡保健医療学部 6

3 茨城県立医療大学 5 18 佛教大学 3

4 埼玉県立大学 3 19 広島国際大学 6

5 県立広島大学 2 20 北海道文教大学 1

6 山形県立保健医療大学 2 21 国際医療福祉大学　小田原保健医療学部 2

7 神奈川県立保健福祉大学 3 22 熊本保健科学大学 1

8 千葉県立保健医療大学 2 23 名古屋学院大学 1

9 福島県立医科大学 2 24 甲南女子医科大学 1

24 25 兵庫医療大学 1

26 文京学院大学 1

27 帝京科学大学 1

No 施設名 参加人数 28 大阪河﨑リハビリテーション大学 1

1 愛知医療学院短期大学 2 29 西九州大学 1

2 岡山医療専門職大学 1 30 関西医療大学 1

3 東京保健医療専門職大学 5 31 森ノ宮医療大学 4

8 32 埼玉医科大学 1

33 金城大学 2

34 中部学院大学 1

35 杏林大学 1

36 東北福祉大学 1

37 中部大学 1

38 植草学園大学 1

39 大阪保健医療大学 3

40 常葉大学 1

41 高崎健康福祉大学 3

42 帝京科学大学 2

43 新潟リハビリテーション大学 4

44 宝塚医療大学 4

45 東京医療学院大学 2

46 北海道医療大学 3

47 湘南医療大学 1

48 豊橋創造大学 2

49 大和大学 1

50 群馬医療福祉大学 1

51 日本医療大学 1

52 大阪人間科学大学 1

53 奈良学園大学 4

54 医療創生大学 2

55 帝京平成大学 1

56 東京家政大学 2

117

私立大学

参加施設数：56校

参加施設数：3校

国立大学

参加施設数：11校

公立大学

参加施設数：9校

短期大学・専門職大学
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No 施設名 参加人数 No 施設名 参加人数

1 北海道リハビリテーション大学校 1 43 麻生リハビリテーション大学校 2

2 岩手リハビリテーション学院 1 44 福岡リハビリテーション専門学校 1

3 北都保健福祉専門学校 1 45 北九州リハビリテーション学院 1

4 専門学校東京医療学院 2 46 穴吹リハビリテーションカレッジ 1

5 東京衛生学園専門学校 1 47 東京医療学院 2

6 多摩リハビリテーション学院専門学校 1 48 琉球リハビリテーション学院 2

7 横浜リハビリテーション専門学校 3 49 YICリハビリテーション大学校 2

8 茅ヶ崎リハビリテーション専門学校 3 50 小倉リハビリテーション学院 4

9 藤リハビリテーション学院 3 51 東北メディカル学院 1

10 ユマニテク医療福祉大学校 2 52 星城大学リハビリテーション学院 1

11 大阪リハビリテーション専門学校 1 53 関西医科専門学校 1

12 清恵会第二医療専門学院 3 54 あいち福祉医療専門学校 2

13 YMCA米子医療福祉専門学校 2 55 富士リハビリテーション大学校 2

14 島根リハビリテーション学院 1 56 九州中央リハビリテーション学院 2

15 川崎リハビリテーション学院 3 57 履正社医療スポーツ専門学校 3

16 岡山医療技術専門学校 1 58 看護リハビリ新潟保健医療専門学校 1

17 山口コ・メディカル学院 1 59 上尾中央医療専門学校 1

18 四国医療専門学校 2 60 四国中央医療福祉総合学院 1

19 徳島医療福祉専門学校 2 61 平成リハビリテーション専門学校 3

20 高知医療学院 1 62 神戸リハビリテーション福祉専門学校 2

21 土佐リハビリテーションカレッジ 5 63 名古屋平成看護医療専門学校 2

22 愛媛十全医療学院 2 64 東京メディカルスポーツ専門学校 3

23 柳川リハビリテーション学院 2 65 伊勢志摩リハビリテーション専門学校 3

24 長崎リハビリテーション学院 1 66 福岡和白リハビリテーション学院 1

25 熊本総合医療リハビリテーション学院 1 67 河原医療大学校 2

26 大分リハビリテーション専門学校 1 68 札幌医療リハビリ専門学校 3

27 沖縄リハビリテーション福祉学院 3 69 仙台医健・スポーツ&こども専門学校 2

28 富山医療福祉専門学校 2 70 中央医療健康大学校 2

29 晴陵リハビリテーション学院 1 71 和歌山国際厚生学院 2

30 郡山健康科学専門学校 1 72 福岡医健専門学校 1

31 山形医療技術専門学校 1 73 信州リハビリテーション専門学校 1

32 専門学校　健祥会学園 1 74 熊本駅前看護リハビリテーション学院 1

33 福岡天神医療リハビリ専門学校 1 75 姫路ハーベスト医療福祉専門学校 3

34 メディカル・カレッジ青照館 1 76 水戸メディカルカレッジ 2

35 札幌リハビリテーション専門学校 1 77 首都医校 1

36 神戸医療福祉専門学校 1 78 武雄看護リハビリテーション学校 1

37 鹿児島医療技術専門学校 1 79 東北保健医療専門学校 2

38 千葉医療福祉専門学校 1 80 出雲医療看護専門学校 1

39 千葉・柏リハビリテーション学院 5 81 秋田リハビリテーション学院 2

40 アール医療福祉専門学校 1 82 滋慶学園　名古屋医健スポーツ専門学校 1

41 関西総合リハビリテーション専門学校 2 83 都城リハビリテーション学院 3

42 玉野総合医療専門学校 1 145

専門学校

参加施設数：83校

専門学校
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No 施設名 参加人数

1 道北勤医協　一条通病院 1

2 公立昭和病院 1

3 堺市立総合医療センター 1

4 京都きづ川病院 1

5 白浜はまゆう病院 1

6 吉田病院附属脳血管研究所 1

7 広島大学病院 1

8 細木病院 1

9 放射線第一病院 1

10 九州大学病院 1

11 熊本セントラル病院 1

12 竹田医師会病院 1

13 延岡リハビリテーション病院 1

14 とよみ生協病院 1

15 国立病院機構宮城病院 1

16 国立病院機構災害医療センター 1

17 イムス富士見総合病院 1

18 蒲郡厚生館病院 1

19 伊勢慶友病院 1

20 済生会小樽病院 1

21 園田病院 1

22 昭和大学横浜市北部病院 2

23 介護老人保健施設成和ナーシングプラザ 1

24 大阪急性期・総合医療センター 1

25 神栖済生会病院 1

26 北斗わかば病院 1

27 社会医療法人スミヤ　角谷リハビリテーション病院 1

28 北のくらしと地域ケア研究所 1

29 仙台リハビリテーション病院 1

30 船橋市立リハビリテーション病院 1

31 老人保健施設清渓苑 1

32 高津訪問看護ステーション 1

33 西大阪病院 1

34 社会医療法人宏潤会　大同病院　だいどうクリニック 1

35 東京女子医大八千代医療センター 1

36 倉敷平成病院 1

37 神戸市立医療センター中央市民病院 1

38 ほっとリハビリシステムズ 1

39 (公社)日本理学療法士協会 5

40 その他 12

56参加施設数：39施設＋その他

病院・その他
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３．議事要旨 

 

１）話題提供 

議事録作成： 大鶴 直史、小島 翔（新潟医療福祉大学） 

 

≪以下概要≫ 

（１）COVID-19 禍での臨床実習・学内教育の現状 －協会コロナ対策本部調査報告 

［講演内容］ 

2021 年 2 月 1 日から 2021 年 3 月 1 日に実施された、COVID-19 禍における臨床実習およ

び学内実習等の教育実施状況に対するアンケート結果（272 施設中 234 施設が回答）の報告

がなされた。地域別の対面実習の実施状況、臨床実習実施状況の変化などが報告された。ま

た、就職活動状況の結果も提示された。 

 

（２）総合臨床実習終了時の標準的能力 －Post-CC OSCE の開発を目指して 

［講演内容］ 

Post-CC OSCE の標準化の必要性、評価すべき能力・目標（水準）、ステーション課題、標準

化を図るための作業工程についての現況が報告された。また今後については、評価すべき能

力の具体的な検討、実習前 OSCE との整合性および一貫性、諸外国の理学療法教育機関との

連携が重要となることが報告された。 

 

 

［質疑応答］ 

司会 池田 由美先生 

Q．臨床実習に対する対応に地域別の格差があったように思えるが、どのように考えている

か？ 

日本理学療法士協会 門馬 博先生 

プログラム名 （１） COVID-19 禍での臨床実習・学内教育の現状  

－協会コロナ対策本部調査報告 

（２） 総合臨床実習終了時の標準的能力  

－Post-CC OSCE の開発を目指して 

日  時 2021 年 3 月 13 日 9 時 35 分～10 時 35 分 

場  所 ZOOM ウェビナー（ライブ配信） 

演者および司会 演者（１）：門馬 博 

（日本理学療法士協会コロナ対策本部（実習・教育等）部会長） 

演者（２）：臼田 滋（コロナ対策本部実習教育部会長／群馬大学） 

司会：池田由美（全大教理事／東京都立大学） 
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A．地域別の差はある。早期から感染者数が多く出た北海道・東北地域に影響が大きく出たの

ではないかと考える。関東に関しては、今年度は PCR を実施しないと受け入れられないと

する施設もあった。来年度はワクチン接種が条件になる可能性もある。ただ、まだ現職の理

学療法士も接種していない状況で、学生にというのは難しい。時を追うごとに求められるこ

とが変わってくるのではないかと考える。 

 

司会 池田 由美先生 

Q．実習先によって経験してきたことが違う中で、post OSCE をどのように標準化するのか？ 

群馬大学 臼田 滋先生 

A．もちろん経験は違い、多様性がある。その中でも、共通して獲得すべき能力を検討して、

そこを評価していくことが必要。今後、共通した項目の検討をする必要がある。また、共通

した項目が決まれば、それに合わせた実習や実習前準備が必要になってくると思われる。  

 

秋田リハビリテーション学院 菊地 和人先生 

Q．今日のスライド内容は、後ほど閲覧できるか？ 

日本理学療法士協会 門馬 博先生 

A．協会の事業のため、正式に報告書を作成する。報告書は、協会の方で公開予定である。 

 

鳥取大学 曽田 武史先生 

Q．見学のみの対応となった実習があったようだが、その実習方法の決定は施設側の要望に

よるものか、養成校側の要望によるものか？ 

日本理学療法士協会 門馬 博先生 

A．各施設および養成校の状況にもよる。養成校側の法人による決定なども影響している場

合があると思う。 

 

以上 
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２）COVID-19 禍での臨床実習前教育の取り組み 

議事録作成： 大鶴 直史、小島 翔（新潟医療福祉大学） 

 

≪以下概要≫ 

（１）オンライン・動画教材の現状と課題 

［講演内容］ 

遠隔授業の種類の説明および比較、システム構成など、多様なオンラインツールの概要説明

がなされた。また、動画作成の方法や配信の留意点などの説明がなされた。さらに、オンラ

インツールの活用によって効果を高めた演習の可能性が示された。  

 

（２）オンライン・動画教材開発の工夫(1) 

［講演内容］ 

評価実習の学内代替演習に関する話題提供がなされた。Teams を利用した工夫点（ブレイク

アウトセッションや共有ファイルの効果的な利用方法など）が紹介された。その他卒業研究

に関する遠隔対応について、紹介があった（超音波診断装置の郵送による遠隔実験）。  

 

（３）オンライン・動画教材開発の工夫(2) 

［講演内容］ 

実習期間を短縮した分の補完授業に対する話題提供がなされた。e-learning やバーチャルリ

アリティに関する先行研究の紹介を含めて、学内実習の考えられうる工夫点が紹介された。

また、学内代替実習に関しては、学生満足度が高かったことも併せて報告された。 

 

（４）多職種連携教育-ブレンド型授業 

［講演内容］ 

プログラム名 （１） オンライン・動画教材の現状と課題   

（２） オンライン・動画教材開発の工夫(1)   

（３） オンライン・動画教材開発の工夫(2) 

（４）多職種連携教育-ブレンド型授業  

日  時 2021 年 3 月 13 日 10 時 40 分～11 時 50 分 

場  所 ZOOM ウェビナー（ライブ配信） 

演者および司会 演者（１）：日高正巳（全大教理事／兵庫医療大学） 

演者（２）：鈴木里砂（文京学院大学） 

演者（３）：堀田一樹（新潟医療福祉大学） 

演者（４）：平山朋子（藍野大学） 

司会：堀本ゆかり（全大教理事／国際医療福祉大学） 



10 

 

多職種連携教育に関するシンメディカル授業に関する内容説明があり、今年度の状況に合わ

せた実施状況について報告があった。学年によって PC の扱い技術に差があるため、学生の

学習環境にも配慮が必要との示唆があった。 

 

 

［質疑応答］ 

金城大学 丸尾 朝之先生 

Q．実習症例動画の作成に際して、患者や CE への承諾の取り方、協力金の支払いに関して

はどうしているか？ 

新潟医療福祉大学 堀田 一樹先生 

A．診療科の医師にまず承諾を得て、その後患者自身に承諾を得て実施した。また撮影は、当

該施設の療法士に依頼した。患者への謝金支払いなどは行っていない。 

 

金沢大学 浅井 仁先生 

Q．診療参加型実習のチェック表に対する対応はどのようにしたか？ 

新潟医療福祉大学 堀田 一樹先生 

A．学内の実習ではそのような対応はしていない、あくまで、学外の実習のウォームアップと

いう位置づけで実施していた。 

文京学院大学 鈴木 里砂先生 

A．学外実習の学生はそのまま活用、学内実習の学生は使用していない。ただ、本学では、コ

ンパクトにしたチェックシートがあり、学内実習でできる部分のみ活用した。 

 

司会 堀本ゆかり先生 

Q．１年生単独よりも３年生と一緒に実施したほうが、学習に効果的か？ 

藍野大学 平山 朋子先生 

A．今年度は一緒に実施できず、３年生のワークシートを１年生が閲覧できるようにした。近

い未来像を提示することで、効果的であったのではないか。 

 

司会 堀本ゆかり先生 

Q．教員の知らない部分でやり取りしている学生はいたのか？  

藍野大学 平山 朋子先生 

A．調べていないのでわからない。もしかしたら、LINE などを活用していたかもしれない。 

 

司会 堀本ゆかり先生 

Q．オンラインでの学習成果の確認について、何か良いアイデアはあるか。 

兵庫医療大学 日高 正巳先生 
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A．オンデマンドでは学生同士が情報を共有する可能性があるため、どのタイミングで成果

確認するのか、一括した配信が適切かを検討するべきかと考える。 

以上 
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３）COVID-19 禍での臨床実習の現状と課題 

プログラム名 （１）急性期病院での取り組み 

（２）一般病院での取り組み 

（３）地域・介護施設 

（４）管理者・職能からみた課題と展望 

（５）レジデント教育による将来を見据えたジェネラリスト育成 

日  時 2021 年 3 月 13 日 13 時 00 分～14 時 35 分 

場  所 ZOOM ウェビナー（ライブ配信） 

演者および司会 演者（１）：薄直宏（東京女子医大八千代医療センター） 

演者（２）：山下昌彦（倉敷平成病院） 

演者（３）：松井一人（ほっとリハビリシステムズ） 

演者（４）：森本 榮（輝生会本部／協会副会長） 

演者（５）：岩田健太郎（神戸市立医療センター中央市民病院） 

司会：大工谷新一（協会専務理事／臨床実習指導者講習会担当者） 

議事録作成： 大鶴 直史、小島 翔（新潟医療福祉大学） 

 

≪以下概要≫ 

（１）急性期病院での取り組み 

［講演内容］ 

2020 年度に行われた八千代医療センターでの臨床実習について紹介がなされた。実習開始

前のコロナウィルスの陰性証明提出の依頼や、日々の体調チェックを実施したことが報告さ

れた。リスクがある中で、受け入れる側のモチベーションに関しては難しい点もあるが、ス

タッフの学習につながるというメリットもある。 

 

（２）一般病院での取り組み 

［講演内容］ 

2020 年度の臨床実習に関して、倉敷平成病院での取り組みが紹介された。2019 年は 10 名

の実習生を受け入れていたが、2020 年は 1 名のみの受け入れとなった。臨床実習の中止か

ら、緊急事態宣言解除後の再開に向けた対応（誓約書の作成など）を含めて紹介がなされた。

また受け入れ側の視点からの、不安要素などが共有された。 

 

（３）地域・介護施設 

［講演内容］ 

地域・介護施設での臨床実習の内容と課題が紹介された。訪問リハの場合は、実習生に担当

させることが困難であるなど、地域における実習の課題が共有された。また、就職困難を受

けて、地域に多くの学生が就職することになる可能性も示唆された。 
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（４）管理者・職能からみた課題と展望 

［講演内容］ 

管理者・職能から観た臨床実習の受け入れについて話題提供がなされた。コロナクラスター

発生の経験から、対応方法に関する情報が共有された。41 名の実習を受け入れていたが、断

っている状況が紹介された。養成校側に対しても学生への感染対策を徹底することの重要性

が提示された。また、来年度の採用に関して、未実習者の新入職員への配慮に関して説明が

あった。さらに、協会で職能に１０年間携わってきた経緯から、COVID-19 による臨床およ

び養成校教育の低下による理学療法士のブランド低下が危惧されるとの問題提起がなされた。 

 

（５）レジデント教育による将来を見据えたジェネラリスト育成 

［講演内容］ 

急性期病院での入院日数が短縮する中で、急性期病院・在宅訪問リハビリ一本化プログラム

の取り組みが紹介され、再入院予防に対する効果について説明があった。また、呼吸器およ

び循環器疾患に対応できていないことが指摘された。地域におけるリハビリテーションの重

要性は増す一方であるのに対し、地域における理学療法士は、協会会員でないことが多く、

十分な卒後教育がなされていない問題点も指摘された。それに対する対応として、レジデン

ト制度に関しても紹介がなされた。 

 

 

［質疑応答］ 

兵庫医療大学 日高 正巳先生 

Q．地域での人材育成が重要な中で、指定規則における地域理学療法の実習施設として、訪

問看護、通所介護施設が含まれておらず実習施設として難しい。その部分をどう考えている

か？ 

ほっとリハビリシステムズ 松井 一人先生 

A．実習において何を学ばせるかが重要で、卒前教育の中では、地域で理学療法士がどのよう

に活躍しているのかを学ばせる必要があるのではないか。 

 

群馬パース大学 木村 朗先生 

Q．レジデントの重要性は明らかだが、全体を全て上げるのは難しいのではないか。どのよ

うな方の能力を重点的にあげていく必要があるか？ 

神戸市立医療センター中央市民病院 岩田 健太郎先生 

A．在宅の看護師は 10 年以上の経験者が多い（9 割）。確かに、多くの人が多くの経験をでき

るのがよいが、現実的に難しい。アメリカでは、レジデントはリーダーを育てるのが目的と

なっている。したがって、本邦においては各地域でリーダーを育てることから始めるのが良

いのではないかと考える。 
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司会 大工谷 新一先生 

Q．感染拡大の状況によって、対象者への関わりが制限されると考えられるが、実習におけ

る学習成果は制限されるのか？それとも工夫で何とかなるのか？ 

東京女子医大八千代医療センター薄 直宏先生 

A．非常に難しい。患者さんに触ることは極力少なくしている。ただ、まずは現場における理

学療法士の活動をみるなど、最低限学ぶことはできているのではないかと考えている。 

倉敷平成病院 山下 昌彦先生 

A．当院でも半日に実習を制限していた。やはり限界があると思うが、臨床実習の中でなけれ

ば学べないことはある。 

ほっとリハビリシステムズ 松井 一人先生 

A．内容は薄くても現場に出る価値はある。卒前教育の薄さを卒後教育でカバーすることが

大事である。 

輝生会本部 森本 榮先生 

A．臨床実習を受け入れていないから何とも言えないが、訪問と通所は経験してもらえるよ

うにやっていきたい。法人内教育においても遅れがあるが、e-learning の仕組みを作ってい

きたい。それを学生さんにも応用する仕組みが作っていけるのではないか。 

神戸市立医療センター中央市民病院 岩田 健太郎先生 

A．まずは、工夫によって直接的な実習ができるように考えることが大事である。間接的な手

段を考えるのはそのあとではないか。 

 

神戸大学 前重 伯壮先生 

Q．今後受け入れ側の医療従事者はワクチンを打っているが、学生が打っていない状況とい

うギャップが起こることが考えられる。学生が取り組んでいる感染予防策の効果のデータ等

はお持ちでしょうか？ 

神戸市立医療センター中央市民病院 岩田 健太郎先生 

A．ワクチン接種をすればかからないわけではない。正しい感染予防をして、濃厚接触者にな

らなければ、実習を受け入れることができる。正しい感染対策の知識をもとに実習を考えて

いく必要がある。  

以上 
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４）COVID-19 禍での理学療法教育の中長期的課題 

プログラム名 COVID-19 禍での理学療法教育の中長期的課題 

日  時 2021 年 3 月 13 日 14 時 40 分～17 時 00 分 

場  所 ZOOM ウェビナー（ライブ配信） 

演者および司会 半田一登（協会長） 

大西秀明（全大教副理事長） 

酒井桂太（教育学会代表運営幹事）、 

特別指定発言：小川克巳（参議院議員） 

司会：間瀬教史、内山 靖 アシスタント：門馬 博 

議事録作成： 大鶴 直史、小島 翔（新潟医療福祉大学） 

 

≪以下概要≫ 

論点整理：司会 内山 靖先生 

COVID-19 による社会変革の説明があり、それを踏まえた理学療法教育の中長期的解決課題

に関する説明がなされた。2040 年と予測していた需要と供給がバランスの均衡ラインが前

倒しになる可能性にも言及がなされた。2040 年問題への解決が社会で重要となり、そのよう

な状況下で議論すべき以下の論点が示された。 

① 理学療法（臨床・教育）における Digital と real 

② 臨床実習の質保証と教育 

③ 社会の要請（変化）に応える専門職教育 

 

総括およびコメント：日本理学療法士協会 半田 一登会長 

2025 年の指定規則改訂において、さらなる単位増を目指したい。現状を打破するには大きな

変革が必要である。養成校における主たる臨床実習施設が 34％しかないのは非常に残念。こ

れが違っていればコロナ禍での実習も違う結果だったかもしれない。コロナにより、実習施

設と養成校と学生の 3 者の情報共有が強まったのは良い点かもしれない。反対したが厚労省

から専任教員による教育は、遠隔でもできるのではないかと発言があった。そのような提案

があったことは、是非知っていてもらいたい。 

 

総括およびコメント：新潟医療福祉大学 大西 秀明先生 

コロナ禍で様々な苦労があった中で、良い点もあった。講義に関しては、オンデマンドでの

繰り返し学習など、特にやる気のある学生にとっては良かった。一方で、モチベーションの

低い学生にとって悪影響はあった。オンライン授業によって、強い孤立感を感じる学生もい

たが、これは現在の状況に適応していけば、解決されると思っている。オンライン教育はこ

れから進むことは間違いないので、オフラインですべきことの焦点化が必要である。また、
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今年は対応に追われたが、今後は高等教育としての在り方を見つめなおす必要がある。大学

は教育と研究を両輪とするものである。 

 

総括およびコメント：教育学会代表運営幹事 酒井 桂太先生 

コロナ禍で臨床実習ができなかった学生について、卒前教育と卒後教育の一体化が必要なの

ではないか。養成教育だけでなく、生涯教育にも取り組んでいかなければいかないと考えて

いる。 

 

 

［総合討論］ 

論点：CBT、OSCE、Post-CC OSCE の標準化をいつまでに行うか？ 

日本理学療法士協会 半田 一登会長 

やはり、卒業時の技術の標準化は必要である。その後卒後教育も標準化しないと、足元を

すくわれることになる。 

 

新潟医療福祉大学 大西 秀明先生 

Post-CC OSCE は非常に重要で、すべての養成校で実施したほうがいい。いかに標準化す

るかは、このような教員協議会などで取り組むことがいいのではないか。  

卒後教育について、すべての人が同じように受けるのは難しい。リーダーを育てるのがよい

が、制度がないからそこは決めないといけない。協会等も推進していってほしい。 

 

教育学会代表運営幹事 酒井 桂太先生 

Post-CC OSCE の標準化は非常に重要。社会的にもどのような基準で理学療法学科を卒業

しているのか明確にする必要がある。 

 

［質疑応答］ 

広島国際大学 徳森 公彦先生 

Q．Post-CC OSCE について、学生の実習先によって実習で経験できる範囲が特化する場合、

経験をしていない部分を考えると標準化は難しいのではないか。 

司会 内山 靖先生 

A．卒業時に備えておくべき基本的な臨床技能なので、すべてで統一するのが大前提である。

この基準に合わせて、臨床実習がなされる。 

 

兵庫医療大学 日高 正巳先生 

Q．Post-CC OSCE の標準化を行うための臨床実習の必須項目の検討を行わなければいけな

いと思うが、今後の予定はどのように考えているのか？ 



17 

 

日本理学療法士協会 半田 一登会長 

A．できるだけ速やかにとしかいいようがない。就職戦線が非常に厳しくなっている。新卒が

訪問に出るという現状もある。医学教育を参考に、短期間で実現することが必要なのではな

いか。そのために経費が必要であれば、協会に対してぜひ声をあげていただきたい。 

兵庫医療大学 日高 正巳先生 

A．医師も Post-CC OSCE 実施に向けて時間がかかったが、門田レポートが出て進んだとと

ころである。OSCE のための臨床実習ではなく、基準としての項目を臨床実習で学び、それ

を OSCE で確認するということを意識する必要がある。 

 

日本理学療法士協会 門馬 博先生 

今回参加者へのアンケート：Post-CC OSCE に関してどのように考えるか？ 

賛成である 83％ 

慎重に進めるべき 17％ 

上記結果をもとに、どこがカジ取りして運営していくのかが重要だ。 

 

論点：実務家教員の育成と承認をいかに進めるか？ 

新潟医療福祉大学 大西 秀明先生 

大学内での活動は具体的に確認できるので、数値化して評価可能であるが、採用の際の判

断は非常に難しい。経験年数ではなく内容が重要である。レジデント制度の中で、どのくら

いの症例や分野を経験しているか、認定や専門の制度などが判断基準となると思う。また、

レジデントについて協会として基準を作ってもらうと、判断基準として活用できるのではな

いか。 

 

教育学会代表運営幹事 酒井 桂太先生 

専任教員は、臨床能力を高めることを推奨するとガイドラインにある。大学や法人の中で

どのように取り組んでいくか考えなければならない。 

 

司会 内山 靖先生 

認定および専門理学療法士を活用するとあるが、世の中では総合的なものが求められると

思うが、半田会長はどのようにお考えか？ 

 

日本理学療法士協会 半田 一登会長 

実務家教員の能力評価に関して、最近の動向をみるとどこかの医学界と共同してやるのが

いいと思う。 現在の理学療法士はジェネラリストが多い印象である。 
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神戸市立医療センター中央市民病院 岩田 健太郎先生 

医療は進歩し、救命率があがっているために、いろんな分野での理学療法が必要となって

いる。学生への教育が、教員の 20 年前の経験で教えられているのは問題である。今ははるか

に学ばなければいけないことが多い。したがって、実務家教員は臨床経験が必要になる。  

 

日本理学療法士協会 半田 一登会長 

疾患別リハを導入したが、これからは急性期理学療法を評価していくことを考えないとい

けない。 

 

特別指定発言：参議院議員 小川 克巳先生 

養成施設間の教育力と学生の対応力、保護者の経済的能力（ICT 環境など）の３つの視点

からの教育格差が生じる懸念を感じた。このような部分を考えていかないと、理学療法士の

二極化がさらに進むのではないか。全体として能力を上げるのは理想論かもしれないが、目

指す必要はある。 

どういう理学療法士が求められているのか？という視点が重要である。社会のニーズに合

わせたビジョンをもって教育に当たることが必要であると考える。  

 

司会 内山 靖先生 

 大学教育で単位増が必ずしも良いとは思わないという立場もあるが、大西先生はどのよう

に考えるか？ 

 

新潟医療福祉大学 大西 秀明先生 

卒前教育では、内容の充実が重要であるが単位ありきではない。コミュニケーションや考

え方の観点からは、一般教養も重要である。その部分が担保できなければ、専門の部分も良

くならないのではないか。専門科目の単位が積みあがると、教育の自由度が下がる可能性が

ある。もし、質の担保が必要であれば、他の方法があるのではないかと考える。 

 

司会 内山 靖先生 

現状を考えると、感染対策や情報リテラシーも全体のニーズとして考えられる。特に大学

では一般教育をどうするのかは重要。医学教育においても専門科目ではなく、一般教養の部

分も増えていっている。そのあたり、半田会長はどのように考えるか？ 

 

日本理学療法士協会 半田 一登会長 

ライセンスを取ったあとに、制度下における実習があったほうがいいのではないかと考え

ている。そこが制度化できれば、教育機関の自由度も確保できるのではないか。理学療法士

が対応する範囲を考えると、単位は増やさないといけないと思う。単位を増やすのは主では
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なく、状況に応じて従たるものとして増やさないと対応できないのではないかという意見だ。 

 

司会 内山 靖先生 

 キャリアの中で、その時々に必要なものを獲得していくということが、諸外国では行われ

ている。幅広いことに対応するために、6 年間の教育、４年間プラス臨床実習も含めて単位

を増やすのが必要であるという考えもある。どのように考えるか？ 

 

新潟医療福祉大学 大西 秀明先生 

幅広く学ばないといけないので、専門以外の一般教養で単位を増やすのは良いと思う。 

 

文京学院大学 鈴木 里砂先生 

 授業以外の業務が増えている中で、単位増が強制されると労務管理の観点からどうかと思

う側面もある。 

 

金沢大学 浅井 仁先生 

Q. 総合臨床実習を見学だけで代替するのは趣旨に合っていない。協会はどのように分析し

対策を考えているのか？ 

司会 内山 靖先生 

A. コンプライアンスに影響する可能性もあるので、慎重に考えていかないといかない。 

 

教育学会代表運営幹事 酒井 桂太先生 

A. 教育の質保証に関しては、エビデンスを残すことが重要。実施したことの記録をしっかり

残す必要がある。 

以上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国大学理学療法学教育学会 

２０２１年４月１５日 

 

 

 


